
てつど う しざ

によ っ て行われるために，事務の流れの中聞における意思の疏

通を欠くこ とから起る錯誤をさけ うると共に， IJj:務連絡に要す

る時間の節減がはかられ事務能率の高度化がJt!Jj'lfできる。これ

に対して第 2 の方法は取扱事務の性質からの分額であり ， 準備 ・

購買および運用のそれぞれの事務は単一化され，各品目相互間

の準備 ・ 購買の数量 ・ 時期l等のノ〈ランスを期待することができ，

また事務の流れの各段階が異なる職員によ って担当される結果，

相互来制(けんせい)によ って不当不正が防止される長所をもっ。

国鉄における現行の組織は原則として第 2 の型を と っている。

例外として石炭については第 l の型を係用している。昭和 16 ・ 1

から 22るまで第 1 の型を原則としたl時代があった。上に述べ

た 2 つの型についての一般的な損失はすでにさきにのぺた点か

ら明かであり ， 一方の長所は他方の短所になっているわけであ

る。この点をやや具体的に検討して見ると，年間 l 千億円程度

の資材を購入し巡用する国鉄の資材業務においては，その大部

分の資材は大量に購入 し逮用されしかもごく 峨械的 ・ 能率的に

事務が五IIばれな くてはならない。もちろん11，1 々の資材について

の商品学的な知識，技術的専門の知識も嬰求されるが，この~

求がとくに高いのは特殊のかぎられた資材にすき「ないと見てよ

い。しかも多くの資材は相互補完的に使われる場合が多く，し

たがって各資材聞にパ ラ ンスのとれた供給が要求される。そこ

で原則的には第 2 の裂を探用している現行制度が優っている と

いえる。ただし石炭のように悶欽の購入が，わが国の石炭lnli怖

の主主主体を決定づける ような大量の資材の分野においては，購入

上の商般の見定めその他の面からも 1 つの担当において準備

事務からl悦入 ・ 運用の商に至るまで一括して行うことが望まし

いために，例外jii置が講じられているわけである。

(2) 資材管理の縦の広がりとは全国における組織の上下関係

である。この点については上下の段階のつながりの緊街化をは

かるために，どのような形がとられているかという点と ， 全国

の広域をどのような組織網で管理しているかという点とに分け

て考えて見る。国鉄の資材使用部門は全国各地にまたがっ てい

るため， そのまを材事務は一般の生産企業のように，その所属の

l っか 2 つの工場に供給する資材についての管理事務とは， い

ちじるしく異なることは前に述べたが，組織の上下関係はまた

中央と地方の組織関係ともなっている。国鉄のような複雑な組

織の中にあって， しかも輸送力の一時の中断も許さないという

業務の本質をもってい る場合に， 所主E資材が必嬰のl時期]に配給

されないということは， ヲf :l'ì:または定員の総休(fJ不足 とは逸い

至って現実的な重大な事態を生むことになる。ところが資材の

~給上の欠陥を追及して見ると ， 使用筒所からの嬰求がなかっ

たとか要求が遅れていたとかという ， 資材供給部門の責任でな

い場合も多いが，ことに問題となるのは使用部門と供給部門と

の責任の分界が明確でない場合である。そこで資材事務担当部

門は，中央組織 ・ 地方組織ともに一応使用部門から独立させて，

その責任の明確化をはかる体制lにしている。いわゆる資材事務

組織の縦割である。現行の国鉄の悦用語にしたがって資材部門

内の仕事を現品業務(準備i袈求の空審査 ・購入要求 ・現品の運用等)，

購買業務および， 検査業務の 3 つに分瀕して説明する。本社資

材局においては中央調達品についての現品業務と購買業務とを

線を分けて行っている。地方調達品については本社は方針の指

示，購入政予算の配布等のみを行うにすぎない。上記の業務の

3 分類中検査業務は全面的には地方において行われている。地

方においては地方調達品についての現品業務・ l腕民業務および

検査業務をそれぞれ隷を分けて行う ほか，中央調達品の現品業

務の一部および検査業務の全部を行う。地方は地方資材部 と そ

の下部組織に資材事務所があり，資材事務所は資材部長から委

任を受けた限度において購買業務を行うほか，その管内におけ

る現品業務および検査業務を行う。現品業務については，中央

制迷品についても地方機関は地方の使用者から提出される準備

嬰求の調自在に関与し，また中央において納入された中央調達品

の配給を受け持つ。検査業務については， 中央では検査後関を

もっていないため， 中央調達品といえども地方組織における検

査部門によ って行われる。したがって購入事務は， 中央調達品

については検査の報告という形で中央と地方後関が結ばれてい

る。地方資材部と資材事務所との!関係は本社と地方資材部との

I刻係にやや類似しているが，地方資材部の調達品の検査は納入

地によって， あるいは地方資材部，あるいは資材事務所の検査

員によって行オっオ1 る 。

資材管沼!は集権的である方が分権的であるより資材迎用の経

済性から見れば有利であるが， 全国各地に散在する資材使用部

門に対して極端な集中主義は， 使用者 ßlilの要求を犠牲にするこ

とになるため，そこに集中化と分散化との調和点を見 H1 さなく

てはならない恕l抱があるこ とは先に述べた。 地方組織の所荘地

ごとに資材部門の地方綴|鈎を一律に置くことは，資材の集中

(広域)巡用の而から不適当であるので， 本社の出先機関である

各支社所在地 6 箇所に地方資材部を飽き， このほかに例外的に

四国 ・ 新潟および広烏の 3 鉄道管ß!!局所在地に地方資材部を笹

いて全国 9 地方資材部の配置になっており，全国 27 の鉄道管

理局， 26 の鉄道工場その他の様関ごとに地方資材部を配置しで

あるわけで'はないのである。支社所在地の地方資材部 (四国 ・

新潟および広島地方資材部を除 く )については，地方資材部所在

地外の各鉄道管J'.J!局所在地にその下部機関たる資材事務所を配

tLt している。また千葉，福知山および大分に地方資材部出頭所

を設置しているが，天王寺鉄道管理局には資材部出渡所を設け

ていない。各地方資材部は 1 以上の資材部用品障をも っ ており，

各資材事務所は資材事務所倉庫をもっ。資材部用品庫中関東，

関西の地方資材部の用品庫は全国各地の用品障の貯放品の給量産

たる握霊能をも併せて営んでおり ， (石炭については九州， 関東お

よび北海道地方資材部に石炭担当を専門にしている用品廊があ

る)，また各地方資材部用品庫は資材事務所用品庫に対して貯蔵

品の給源、たる俄能をもつこ とが多い。 以上の用品庫は第一貯蔵

品の取扱を行う。このほか鉄道工場には工場用品倉庫があって

工場貯放品の取扱を行っているが， 地方資材部用品廊がそれぞ

れ地方資材部に属するのと奥なり，工場用品倉庫は工場組織に

隠する。ある資材使用後|羽所在地には地方資材部および同用品

障が設置されておるにかかわらず， 他の使用織|刻所在地には資

材事務所または地方資材部出張所が設置されているにすぎない

ため，資材配給の重点がおのずから前者にかたむく弊害を防止

する問題は重裂である。資材部門の立場からすれば現在の地方

資材部， I百l用品庫および資材事務所の配置は国鉄への資材供給

者である産業の立地，配給運用上の輸送力， 所要時間等を勘案

した結果であるから， 使用機関所在地ごとに万遍なく同等の資

材担当措置闘を世 くこ とは不合理になる。現在ではこの問題は，

地方資材部長が準備要求 ・ 配給その他について資材の広成 ・ 集

中運用の立場から配給の重点がかたよらないように調整を行っ

ており，準備強求替の査定については， 支社長のもとで管内の

ノ〈ランスをは古、ることになっている。

6 貯政品管耳E 貯政品の物理的および経済的な退化，盗難

の防止等の注なだけでなく，貯政品出納上の能率化に関するあ

らゆる注意]!!lち配替 ・ たな卸し ・ 保有残高の調査および修繕

(注むI1等)は貯政品を管理するものの責任である。国鉄において




